
【改正した自治体の条文一覧】

【篠山市自治基本条例】

（前文）

私たちの篠山市は、21 世紀の地方分権時代のまちづくりに備えて、旧多紀郡の篠山町、

西紀町、丹南町及び今田町が、平成 11(1999)年 4 月に合併して誕生しました。

デカンショ節で知られる丹波篠山は、兵庫県の中東部に位置し、四方を緑豊かな山々に囲

まれ、秋には深い霧が立ちこめます。この特有の風土や先人たちの努力が、山の芋・黒大豆

などの特産物や、丹波焼・春日能などの伝統文化を育み、豊かな田園文化を築いてきました。

私たちは、こうした歴史を大切にしながら、互いに力を合わせ人権・平和・環境を守り、

幸せに暮らせるまちづくりを目指してきました。そして、今、市民と市が一体となってみん

なで考え、みんなで責任をもってまちづくりを進めるという自治のあり方が求められてい

ます。

この条例は、このような自治の理念とその基本を定め、市民と市の参画と協働の手法を明

らかにすることによって、「誰もが住みやすく愛されるささやま」を実現するためのしくみ

を整えるものです。

私たちは、自治の最高規範として、ここに篠山市自治基本条例を定めます。

第 1 章 総則

(目的)
第 1 条 この条例は、篠山市における自治の理念を明らかにするとともに、まちづくりに

関する基本事項を定め、もって、個性豊かで活力ある自立した地域社会の実現と、市民福

祉の充実を図ることを目的とする。

(定義)
第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。

(1) 市民 市内に居住する者、市内で働く者、学ぶ者、活動するもの及び市内で事業を

営むものをいう。

(2) 市 市議会及び市の執行機関を含めた地方公共団体をいう。

(3) 参画 市の施策や事業等の計画、実施及び評価等、まちづくりの過程に、市民が主

体的にかかわることをいう。

(4) 協働 市民と市又は市民と市民とが、それぞれの役割と責任を担いながら、対等の

立場で、相互に補完し協力することをいう。

第 2 章 基本原則

(参画と協働によるまちづくり)
第 3 条 市民及び市は、第 1 条の目的を達成するため、参画と協働によるまちづくりを推



進する。

(市政運営の基本)
第 4 条 市は、市政運営における公正の確保と透明性の向上を図り、市民の権利及び利益

を保護することを基本とする。

2 市は、市民自治の実現のため、市民が市の保有する情報を知る権利及びまちづくりに参

画する権利を保障し、協働によるまちづくりを積極的に推進するよう努めるものとする。

3 市長は、市民の意向に的確かつ柔軟に対応するため、行政組織の横断的な調整を図り、

総合的に行政サービスを提供するものとする。

4 市長は、市の将来や市民生活に関係する重要なまちづくりの施策の計画、決定、実施及

び評価に当たっては、パブリックコメントやタウンミーティングのほか多様な手法によ

り、広く市民の意見を求めるとともに、市の考え方を公表するものとする。

(危機管理)
第 5 条 市は、災害等の不測の事態に迅速かつ的確に対処し、市民の生命、財産及び暮らし

の安全を確保するため、市民、関係機関及び他の自治体等との協力及び連携により総合的

かつ機動的な活動が図られるよう危機管理体制の確立に努めなければならない。

2 市民は、自ら災害等に備えるとともに、災害等の発生時においては、相互に協力し、災

害等の対応に努めるものとする。

(情報の共有、提供及び公開)
第 6 条 市民及び市は、まちづくりに関する情報を共有するものとする。

2 市は、市民に対し、市が保有する情報を積極的に公開するとともに、分かりやすく提供

しなければならない。

3 市は、市民が容易に情報を得られるよう、仕組みや体制を整備するとともに、情報を適

正に収集、保存しなければならない。

(説明責任)
第 7 条 市は、市民に対し、市の計画、事業及び結果に関して、説明責任を果たすよう努め

なければならない。

(個人情報の保護)
第 8 条 市は、市民の権利及び利益が侵害されることのないよう、個人情報の収集、利用、

提供及び管理等について必要な措置を講じなければならない。

(会議の公開)
第 9 条 市長は、市の執行機関に置く附属機関等の会議を公開しなければならない。ただ

し、法令に定めのあるもの又はその会議が特定の団体や個人の権利又は利益に関するも

のなど、公開することが適当でないと認められるときは、理由を明らかにし、公開を制限

することができる。

(総合計画)
第 10 条 市長は、総合的かつ計画的な市政運営を図るための基本となる計画(以下「総合計



画」という。)を策定するものとする。

2 市は、総合計画について、適宜検証及び評価をし、必要に応じて見直しを行うものとす

る。

3 市長は、各分野の個別計画を策定するときは、総合計画と整合を図らなければならない。

(財政運営の基本)
第 11 条 市長は、総合計画及び行政評価を踏まえた予算編成及び執行に努め、健全な財政

運営を図らなければならない。

2 市長は、市が保有する財産の適正な管理及び運用に努めるとともに、市及び市が資本金、

基本金その他これらに準ずるものの 2 分の 1 以上を出資する法人の財政状況を、市民に

分かりやすく公表しなければならない。

第 3 章 権利及び責務

(市民の権利及び責務)
第 12 条 市民は、まちづくりの主体であり、まちづくりに参画する権利を有する。

2 市民は、まちづくりに関する情報について、その提供を受け、又は自ら取得する権利を

有する。

3 市民は、一人ひとりがまちづくりの主体であることを自覚し、自ら考え、互いの意見を

理解し尊重しながら責任ある行動により、まちづくりの推進に努めるものとする。

(子どもがまちづくりに参画する権利)
第 13 条 満 20 歳未満の青少年及び子どもは、それぞれの年齢に応じて、まちづくりに参

画する権利を有する。

(事業者の権利及び責務)
第 14 条 事業者とは、市内で事業活動を行うものをいう。

2 事業者は、まちづくりの主体として、まちづくりに参画する権利を有する。

3 事業者は、地域社会の信頼と理解を得るとともに、環境を保全し、安全で安心なまちづ

くりの推進に努めるものとする。

(法令遵守及び公益通報)
第 15 条 市は、法令を遵守し、市政を公正に運営しなければならない。

2 職員は、公正な職務の執行を妨げるような違法又は不当な事実があると思料するときは、

その事実を別に定める機関に通報することができる。

3 市は、前項に規定する通報を行った職員に対し、そのことを理由に不利益な取扱いをし

てはならない。

4 前 2 項に規定する公益通報に関する必要な事項は、別に条例で定める。

(議会の役割及び責務)
第 16 条 市議会は、市の意思決定機関として、市民の意思が適切に反映されるよう、市政

を監視するものとする。



2 市議会は、全ての会議を原則公開とし、議会の保有する情報を市民と共有し、開かれた

議会運営を行うものとする。

3 市議会は、市議会議員が次条の責務を果たすため、政策研究活動等の支援体制を整備す

るものとする。

(議員の責務)
第 17 条 市議会議員は、議会運営を通じて自治の実現、まちづくりの推進に努めなければ

ならない。

2 市議会議員は、総合的な視点に立って、公正かつ誠実に職務を遂行し、市民の負託に応

えなければならない。

3 市議会議員は、政策の提言及び提案に努めなければならない。

(市長の役割及び責務)
第 18 条 市長は、市の代表者として市の事務を管理し、公正かつ誠実に市政を執行しなけ

ればならない。

2 市長は、市政運営を通じて自治の実現、まちづくりの推進に努めなければならない。

3 市長は、前項の責務を果たすため、職員を指揮監督し、人材育成に努めなければならな

い。

(職員の責務)
第 19 条 職員は、自らも地域社会の一員であることを認識し、積極的にまちづくりの推進

に努めるものとする。

2 職員は、公正、誠実かつ効率的に職務を遂行しなければならない。

3 職員は、職務の遂行に必要な知識、技能等の向上に努めなければならない。

第 4 章 まちづくりの目標と推進

(まちづくりの基本)
第 20 条 市民及び市は、次に掲げるまちづくりを推進する。

(1) 人権を尊重し、擁護するまちづくりを推進する。

(2) 男女共同参画社会を実現するまちづくりを推進する。

(3) 篠山の自然環境と市民の生活環境を守り、安全で安心して暮らせるまちづくりを推

進する。

(4) 篠山の伝統や文化を重んじ、市民の生涯学習を実現するまちづくりを推進する。

(5) 篠山の風土に合った産業を、積極的に育てるまちづくりを推進する。

(6) 篠山の次の世代を担う子どもたちが、夢と希望をいだき、健やかに成長するまちづ

くりを推進する。

(コミュニティの意義と支援)
第 21 条 コミュニティとは、市民が互いに助け合い、心豊かに暮らすことを目的として、

自主的に結ばれた組織等をいう。



2 市民は、まちづくりを多様に支えるコミュニティの役割を認識し、尊重するものとする。

3 市は、コミュニティの役割を認識し、必要に応じて支援するものとする。

4 コミュニティを生かしたまちづくりの推進は、次に掲げるとおりとする。

(1) 市民は、自らが主体となってコミュニティ活動に参加し、まちづくりの推進に努め

るものとする。

(2) 個人での取組が困難なときは、近隣住民及び自治組織やボランティア組織等が取り

組むよう努めるものとする。

(3) 市民だけでの取組が困難なときは、市が、市民と共に取り組むものとする。

(交流及び連携)
第 22 条 市民及び市は、市外の人々との連携を図り、まちづくりを推進するものとする。

2 市民及び市は、国際交流を促進し、国際的な視野に立ったまちづくりに努めるものとす

る。

3 市は、共通する課題の解決を図るため、関係する地方公共団体等との連携及び協力に努

めるものとする。

(附属機関等への参加)
第 23 条 市長は、市の執行機関に置く附属機関等の委員構成に、公募の委員を選任するよ

う努めなければならない。

2 市長は、前項の規定による公募の委員については、市民の中から幅広い人材を選出する

ものとする。

(意見、要望及び苦情等への対応)
第 24 条 市は、市民からの行政に関する意見、要望及び苦情等があったときは、速やかに

事実関係を調査し、誠実に対応するものとする。

2 市は、前項の規定による対応を迅速かつ適正に行うため記録を作成し、整理、保存に努

めるものとする。

(行政評価)
第 25 条 市長は、能率的かつ効果的な市政運営を進めるため、行政評価を行い、その結果

を公表するものとする。

2 市長は、市の将来や市民生活に関係する重要なまちづくりの施策について、市民参画に

よる評価を行い、必要な見直しを行うものとする。

(外部機関による監査)
第 26 条 市は、適正で効率的な行財政運営を確保するため、外部機関その他第三者による

監査を実施することができる。

(住民投票)
第 27条 市は、市政の重要事項について、市民の意思に沿ったまちづくりを推進するため、

住民投票を実施することができる。

2 市民、議会、市長及び職員は、住民投票の結果を尊重しなければならない。



3 請求、発議、投票資格及びその他の住民投票の実施に必要な事項は、別に条例で定める。

第 5 章 条例の改正と位置付け

(条例の見直し及び検討手続き)
第 28 条 市は、この条例の施行後 4 年を超えない期間ごとに、この条例が篠山市にふさわ

しいものであり続けているかどうか等を検討し、その結果に基づき見直しをするものと

する。

2 市は、前項に規定する検討及び見直しを行うに当たっては、市民の意見を聴取するとと

もに、これを反映させなければならない。

3 市は、まちづくりの進捗状況等が、この条例に沿っているかを審議するため、篠山市自

治基本条例検証委員会(以下「委員会」という。)を設置するものとする。

4 委員会の組織、運営その他必要な事項は、別に規則で定める。

(最高規範)
第 29 条 この条例は、篠山市における自治の基本原則とまちづくりの基本事項を定める最

高規範であり、市民及び市はこれを最大限尊重しなければならない。

2 市は、この条例の内容に即して、他の条例及び規則等の体系化を図らなければならない。



【白老町自治基本条例】

（前文）

私たちのまち白老は、豊かな太平洋(うみ)、多くの清流、緑いっぱいの山々とポロトの森

に囲まれた自然あふれるまちです。

私たちは、アイヌの人々や先人が築いた輝かしい歴史と文化のもとに集い、学び、働き、

暮らし、多様な産業を育みながら、心豊かに元気なまちづくりを今日まで進めてきました。

私たちは、まちづくりの主体として、協働の精神のもと、将来にわたり力を合わせ、自ら

のまちを自ら守り、育てることにより、次代を担う子どもたちに引き継ぐ責任があります。

そして、私たちは、自治の仕組みを制度として確立し、さらなる自治の推進を図ることで、

「しあわせを感じるまち」を実現するため、白老町自治基本条例を制定します。

第 1 章 総則

(目的)
第 1 条 この条例は、白老町における自治の基本理念と基本原則を定め、町民、議会、町長

と行政の役割を明らかにするとともに、それぞれの主体に関する基本的な事項と制度等

を確立することにより、自主自立のまちづくりを進め、自治を実現することを目的としま

す。

(定義)
第 2 条 この条例における用語の定義は、次のとおりとします。

(1) 町民 町内に住み、働き、学ぶ子どもから高齢者や町内で事業活動を営む者をいい

ます。

(2) 執行機関 町長、教育委員会、農業委員会、選挙管理委員会、監査委員と固定資産評

価審査委員会をいいます。

(3) 町 執行機関と議会をいいます。

(4) 町民活動団体 町民が自主的に組織した団体の総称をいいます。

(基本理念)
第 3 条 私たちは、まちづくりの主体として、自らの手で自らのまちを創っていこうとす

る意思を明確にし、考え行動することで、互いに支えあい、いつまでも安心して共に活き

活きと暮らすことのできる「しあわせを感じるまち」の実現を目指します。

2 私たちは、前項の規定の実現に向け、平和を願い、環境を守り、次代を担う子どもたち

を育み、学び、働くことを通じて、将来にわたりまちづくりに取り組みます。

第 2 章 情報共有

第 1 節 情報共有の原則

(情報共有)
第 4 条 私たちは、互いに情報を伝え、情報共有によるまちづくりの推進に努めます。



(情報公開)
第 5 条 町は、町民に開かれた町政運営を推進するため、町が保有する情報をわかりやす

く提供し、公開するよう努めます。

2 町は、町が保有する情報を統一した基準により管理し、保存します。

3 前 2 項に関して必要な事項は、別の条例等で定めます。

第 2 節 情報共有の基本事項

(説明責任)
第 6 条 町は、公正で開かれた町政を進めるため、町政に関して町民に積極的に分かりや

すく説明します。

2 町は、町民から説明を求められた場合には、誠実に応答します。

(町民の意見等への取扱い)
第 7 条 町は、町民の意見、要望、苦情等(以下「町民の意見等」といいます。)に対し、迅

速かつ誠実に対処します。

2 町は、前項で寄せられた町民の意見等への対処経過についての記録を共有し、適切に管

理します。

(選挙)
第 8 条 町長や町議会議員の候補者は、選挙に当たり、町政に関する自らの考え方を町民

に示すよう努めます。

第 3 章 町民参加

(町政参加の推進)
第 9 条 町は、まちづくりに町民の意思が反映されるよう町政参加を推進します。

(参加機会の保障)
第 10 条 町は、町政の基本的な事項を定める計画や条例の立案等の検討過程において、広

く町民が参加する機会を保障し、町民参加を積極的に行います。

2 町は、多様な方法を用いて広く町民の意見を求め、町民の意思を反映した町政活動を行

います。

(町政活動への参加)
第 11 条 町民は、前条の規定に基づき、町政活動の多様な機会へ参加するよう努めます。

第 4 章 町民

第 1 節 町民の基本事項

(町民の役割と基本姿勢)
第 12 条 町民は、まちづくりの主体として、自ら考え行動し、住みよい地域づくりに努め

ます。



2 町民は、まちづくりに取り組む場合において、自らの能力や技術を積極的に発揮すると

ともにその発言や行動に責任を持つよう努めます。

3 町民は、お互いを尊重し、協力し、支え合うとともに、町との連携協力によるまちづく

りを推進するよう努めます。

(町民の権利)
第 13 条 町民は、町の保有する情報について知る権利を有するとともに、自主的な活動に

取り組み、かつ、町政に参加する権利を有します。

第 2 節 町民活動

(町民活動)
第 14 条 町民は、自ら行う町民活動が安定的かつ活発に行うことができるよう町民活動団

体を組織することができます。

2 町民は、前項の規定に基づき組織された町民活動団体の役割と活動を尊重します。

3 町は、学習機会の提供等により、町民活動団体の支援に努めます。

第 5 章 議会

第 1 節 議会の基本事項

(議会の役割と責務)
第 15 条 議会は、選挙で選ばれた町民の代表から構成する議事機関として、議決事項を慎

重に審議し、合議制によって、町の意思を決定する役割を有します。

2 議会は、情報共有と町民参加を図るとともに、不断の議会改革の推進に努めます。

(議会の権限)
第 16 条 議会は、条例の制定、改正や廃止等の立法の権限を有します。

2 議会は、予算、決算、財産や政策執行等に関わる意思決定の権限を有します。

3 議会は、執行機関に対する調査や監査請求等の監視の権限を有します。

(議員の責務)
第 17 条 議員は、町民から選ばれた代表として、公益の実現に努める責務を有します。

2 議員は、議員としての能力を高めるため、自己研鑚に努める責務を有します。

3 議員は、政治倫理に基づいた誠実な活動を行う責務を有します。

(議会の組織)
第 18 条 議会の組織や議員の定数は、まちづくりにおける議会の役割を十分に考慮して定

めます。

第 2 節 議会運営

(議会の会議)



第 19 条 議会は、本会議のほか、行政の調査、監視と積極的な政策形成を行うため、必要

な会議を設置します。

2 議会の会議は、自由な討議を基本とします。

3 議長や委員長は、会議に出席させた説明員等に、質問や意見を述べさせることができま

す。

4 議会の会議は、原則公開とします。ただし、公開することが不適当と認められる場合は、

その理由を公表して非公開とすることができます。

(議会活動の充実)
第 20条 議会は、調査権の行使や町民提案等の活用を図り、政策提案を行うよう努めます。

2 議会は、まちづくりの理念に掲げる「しあわせを感じるまち」を実現するため、課題等

を的確に把握し、議会活動における質疑の充実に努めます。

3 議会は、町民の意思の反映を図り、その自主性、自立性に基づき、まちづくりに関する

調査研究を推進します。

(議員等の能力向上)
第 21 条 議会は、議員等の政策立案能力、立法能力と審議能力を高めるための研修を充実

します。

2 議会は、議会活動の記録とともに、その活動の充実を図るための情報や資料を整備しま

す。

3 議会は、まちづくりに関する政策を調査研究するため、必要に応じて政策研究会等を設

置します。

第 6 章 行政

第 1 節 行政の基本事項

(行政の役割と責務)
第 22 条 執行機関は、条例、予算その他の議会の議決に基づく事務、法令等に基づく事務

を執行する役割を有します。

2 執行機関は、前項の役割を達成するため、自らの判断と責任において、公正で誠実に事

務を管理し、執行する責務を有します。

3 執行機関は、町民の信託に基づく町政を効果的で効率的に執行する責務を有します。

4 執行機関は、町民の意思を反映するまちづくりを進めるため、情報の共有と町民参加を

図り、連携協力して事務を執行する責務を有します。

(町長の責務)
第 23 条 町長は、まちの代表者として公正で誠実に町政の執行に当たり、まちづくりを推

進していく責務を有します。

2 町長は、町民の負託に応えるため、職員を適正に指揮監督し、効率的な組織体制を整備

していく責務を有します。



(職員の責務)
第 24 条 職員は、町民との信頼関係を深め、法令等を遵守し、公正で適正に職務を遂行す

る責務を有します。

2 職員は、まちの課題に対応する施策の立案や町民が求め望むことに的確に対応できる職

務能力の向上に努める責務を有します。

(組織・体制)
第 25 条 町長は、社会情勢の変化に迅速に対応するため、機能的で効率的かつ横断的な連

携、調整を図ることのできる組織体制を確立し、円滑な行政運営を進めます。

2 町長は、円滑な行政運営を推進するため、職員の人材育成や政策能力の向上を図り、行

政の政策活動の活発化に努めます。

第 2 節 行政運営

(行政運営の基本原則)
第 26 条 執行機関は、総合的かつ計画的に町政を運営するため、基本構想とこれを具体化

する計画(以下「総合計画」という。)を定め、これに基づいてまちづくりを進めます。

(総合計画)
第 27 条 町長は、まちのめざす将来の姿を明らかにし、政策を達成するための地域資源を

有効に活用して、これを総合的かつ計画的に実現するため、総合計画を策定します。

2 執行機関が行う政策、施策や事業は、法令の規定によるものや緊急を要するもののほか

は、総合計画に根拠を置くものとします。

3 各分野における個別計画等は、総合計画との調整を図って策定するとともに、策定後に

おいても総合計画との調整を図りながら進行管理を行います。

(財政運営)
第 28 条 執行機関は、総合計画、行政改革に関する計画と行政評価を踏まえ、中長期的な

財政見通しのもと、財政計画を策定し、それに基づく予算の編成と執行を行うことにより、

健全な財政運営に努めます。

(行政改革・行政評価)
第 29 条 執行機関は、行政運営のあり方を見直し、適正化や効率化を向上させるため、行

政改革に関する計画を策定し、行政改革を進めます。

2 執行機関は、行政活動を点検し改善を図るための評価の仕組みを確立し、効果的で効率

的な行政運営に努めます。

(行政手続)
第 30 条 執行機関は、町民の権利利益の保護を図るため、処分、行政指導と届出に関する

手続に関し、公正の確保と透明性の向上を図ります。

2 前項に関して必要な事項は、別の条例で定めます。

(個人情報の保護)



第 31 条 執行機関は、個人の権利及び利益が侵害されることのないよう個人情報の収集、

利用、提供や管理等について、適切な措置を取ります。

2 前項に関して必要な事項は、別の条例で定めます。

(広域連携)
第 32 条 執行機関は、他自治体と広域的な連携を積極的に進め、相互に協力して、効率的

なまちづくりを推進します。

2 執行機関は、各分野における様々な取組みを通じて、町外の人々との人的交流を図り、

まちづくりを推進します。

(安全なまちづくり)
第 33 条 町は、災害等の緊急時における危機管理体制を整備し、町民の生命や財産等を守

るとともに、生活基盤の安全性と安定性の向上に努めます。

2 町民は、緊急時において相互に助け合い、行動できるよう防災等に対する意識の高揚を

図り、地域における連携協力体制の整備に努めます。

(住民投票)
第 34 条 町長は、町政に関わる重要事項について、直接、住民の意思を確認するため、議

会の議決を経て、住民投票の制度を設けることができます。

2 住民投票に参加できる者の資格その他の住民投票の実施に必要な事項は、それぞれの事

案に応じ、別に条例で定めるものとします。

3 町長は、前項に定める条例に基づき住民投票を行うとき、住民投票結果の取扱いをあら

かじめ明らかにしなければなりません。

第 7 章 最高規範と見直し

(まちづくりの最高規範)
第 35 条 私たちは、本町の自治制度に関する最高規範であるこの条例を誠実に遵守し、こ

れに基づいてまちづくりを進めます。

2 私たちは、本町の政策執行に関する最高規範である総合計画に基づいてまちづくりを進

めます。

3 町は、この規範にのっとり、自治の実現に向けた基本的な制度の整備と、町政執行のた

めの基本的な計画の体系化に努めます。

(条例の見直し)
第 36 条 町は、この条例の施行日から 5 年を超えない期間ごとに、各条項がこの条例の理

念を踏まえ、本町にふさわしく、社会情勢に適合しているかを検討します。

2 町は、前項に規定する検討の結果を踏まえ、この条例とこの条例に基づく制度等の見直

しが適当であると判断したときは必要な措置を取ります。



【熊本市自治基本条例】

（前文）

熊本市は、清らかな地下水に恵まれ、熊本城に代表される歴史遺産や様々な文化が息づ

く、快適な都市機能と豊かな自然が調和しているまちです。

わたしたちには、多くの人々の英知とたゆまぬ努力により成長してきたこのまちを、日

本国憲法に保障されている個人の尊重及び法の下の平等のもと、子どもたちが大人になっ

ても大好きなふるさとであるよう、豊かな自然等を守りながら、誰もが希望と誇りをもっ

て心豊かに安心して暮らしていけるまちへ発展させ、次世代に引き継いでいく責任があり

ます。

社会の成熟化に伴い人々の価値観も多様化し、地方分権が進展する中、今日における地

方自治は、市民が自治の主体としてその役割を自覚し、情報の共有を前提にして、積極的

に市政・まちづくりに参画し、市民、市議会及び市長等が協働して、自主的、自立的に進

めていかなければならないものです。

また、市議会及び市長等は、公共の福祉を念頭に置き、主権者である住民の信託に基づ

く市政を進めていかなければなりません。

そこで、地方自治の本旨を実現し、わたしたちのまち熊本市をみんなで築いていくために、

市民、市議会及び市長等が共有する本市の自治の最高規範として、この条例を制定します。

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、本市における自治の基本理念を明らかにするとともに、市民、市議

会及び市長等の役割並びに自治を推進するための原則を定めることにより、日本国憲

法に規定する地方自治の本旨に基づく自治を推進し、もって個性豊かで活力に満ちた

社会の実現を図ることを目的とします。

（定義）

第２条 この条例において使用する用語の意義は、次のとおりとします。

(1) 住民 本市の区域内に住所を有する者をいいます。

(2) 市民 次のいずれかに該当するものをいいます。

ア 住民

イ 本市の区域内に通勤し、又は通学する者

ウ 本市の区域内で事業を営み、又は活動する個人及び法人その他の団体（以下「事

業者、地域団体、市民活動団体等」といいます。）

(3) 市長等 市長、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会、監査委員、農業委員会、

固定資産評価審査委員会、公営企業管理者及び消防長をいいます。

(4) 参画 施策の立案から実施及び評価までの過程に主体的に参加することをいいま

す。



(5) 協働 同じ目的のために、それぞれが対等な立場に立ち、役割と責任を担い、協力

することをいいます。

(6) 市政 市長等又は市議会が行う活動をいいます。

(7) 自治 自分たちの地域を自分たちの意思で責任を持ち治めることをいいます。

(8) まちづくり 自らが生活し、又は活動している地域をはじめとして、熊本市を魅力

的でより快適にしていく活動をいいます。

(9) コミュニティ活動 地域又は共通の関心によってつながった多様な組織及び集団

が身近な課題を解決するために行う活動をいいます。

（自治の基本理念）

第３条 地方自治の本旨に基づく住民自治の拡充推進と団体自治の確立を目指すための

基本理念は、次に掲げるとおりとします。

(1) 市民の福祉の増進

(2) 主権者である住民の意思を適切に反映した信託に基づく市政

(3) 一人ひとりの人権の尊重

(4) 情報共有、信頼及び協働による市政・まちづくりの推進

(5) 市民の自発的及び積極的な参画による市政・まちづくりの推進

(6) 将来にわたる持続可能な社会の実現

(7) 国及び県との対等な関係のもとでの自立した市政の推進

（自治運営の基本原則）

第４条 市民、市議会及び市長等は、次に掲げる基本原則により自治運営を行います。

(1) 情報共有の原則 市政・まちづくりに関する情報を共有すること。

(2) 参画の原則 参画により市政・まちづくりが行われること。

(3) 協働の原則 協働により市政・まちづくりが行われること。

第２章 市民、市議会及び市長等の役割

（市民の権利）

第５条 市民は、日本国憲法及び法令に定める権利を有するとともに、自治の基本理念を

実現するため、次に掲げる権利を有します。ただし、法令上保有できないものを除きま

す。

(1) 市長等及び市議会に対して、情報を求める権利

(2) 市政・まちづくりに参画し、意見を表明し、又は提案する権利

（市民の責務）

第６条 市民は、日本国憲法及び法令に定める義務を有するとともに、自治の基本理念を

実現するため、次に掲げる責務を果たします。

(1) 市政・まちづくりへ積極的に参画し、又は自らまちづくりに取り組むよう努める

こと。



(2) 市政・まちづくりへの参画に当たっては、自らの発言と行動に責任を持つこと。

２ 事業者、地域団体、市民活動団体等は、その事業又は活動が社会生活に及ぼす影響に

十分配慮するとともに、社会との調和に努め、まちづくりに取り組みます。

（市議会の役割）

第７条 市議会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）その他の法令に定める権限を

有し、次に掲げる役割を担います。

(1) 市長等が行う市政を監視し、公平及び公正で透明性の高い市政の実現に努めるこ

と。

(2) 広範な市民の意見の聴取及び集約に努めること。

(3) わかりやすく開かれた議会運営に努めること。

（市議会議員の責務）

第８条 市議会議員は、次に掲げる責務を担います。

(1) 市民の信頼に応え、誠実に職務を行うこと。

(2) 政策の提案及び立法に関する活動を行うよう努めること。

（市長の責務）

第９条 市長は、住民の信託を受けた市の代表として、市民の福祉の増進を図るため、地

方自治法その他の法令に定める権限を行使し、総合的に市政を行います。

（市長等の役割）

第 10 条 市長等は、次に掲げる役割を担います。

(1) 公平、公正かつ誠実に、透明性の高い市政を行うこと。

(2) 市民の意向及び地域の実情を的確に把握し、行政サービスの質を向上させ市民の

満足度を高めること。

（市の職員の責務）

第 11 条 市の職員は、市長等の補助機関としてその役割を担い、職務を遂行するための

知識と能力の向上に努めるとともに、全体の奉仕者として市民の視点に立って職務を

行います。

第３章 市政の原則及び制度

（市政の基本原則）

第 12 条 市長等及び市議会は、次に掲げる基本原則に基づき市政を行います。

(1) 自治の基本理念及び自治運営の基本原則に基づいた市政を行うこと。

(2) 健全な財政のもとで、総合的かつ計画的な市政を行うとともに、事務を処理する

に当たっては、最少の経費で最大の効果を挙げること。

(3) 市民に対しての説明責任を果たすこと。

（総合的かつ計画的な市政）

第 13 条 市は、総合的かつ計画的な市政を推進するため、基本構想並びにその実現のた



めの基本計画及び実施計画をまとめた総合計画を策定します。

２ 市長等は、総合計画の策定に当たっては、市民の参画（以下「市民参画」といいます。）

の手続を実施し、市民の意見を適切に反映させます。

３ 市長等は、総合計画の進行管理に当たっては、市民参画の手続のもと、行政評価を実

施し、その結果を広く市民に公表するとともに、総合計画に反映させます。

４ 市長等は、総合計画を策定し、又は変更したときは、市民への周知を図ります。

（効率的かつ効果的な市政）

第 14 条 市長等は、効率的かつ効果的な市政を行うため、不断に行財政改革に取り組み

ます。

２ 市長等は、行財政改革の進行管理を適切に行い、市民に公表します。

３ 市長等は、財政状況について市民にわかりやすい資料を作成し、市民に公表します。

（組織体制）

第 15 条 市長等は、社会経済情勢の変化及び多様化する市政の課題に的確に対応するた

め、効率的かつ機能的な組織体制を整備します。

（総合的な行政サービス）

第 16 条 市長等は、市民の要望及び多様化する市政の課題に的確かつ柔軟に対応するた

め、組織間の連携を図り、総合的な行政サービスを提供します。

（人事体制）

第 17 条 市長等は、適切な人事評価及び人事配置を行います。

２ 市長等は、市政の課題に的確に応えることができる知識と能力を持った職員の育成

を図ります。

（公益通報制度）

第 18 条 市長等は、公益通報（市政の適正な運営を確保するために、違法な行為等につ

いて市の職員等から行われる通報をいいます。以下同じです。）を受ける体制を整備し

ます。

２ 市長等は、通報者が公益通報により不利益を受けないよう適切な措置を講じます。

（審議会等）

第 19 条 市は、法令に基づき設置する附属機関のほか、必要に応じ審議会等を設置しま

す。

２ 市長等は、審議会等の委員については、識見を有する者を選任するほか、公募等によ

り市民の幅広い層から必要な人材を選任するよう努めます。

（行政手続）

第 20 条 市長等は、適切に行政手続を行い、市政における公正の確保と透明性の向上を

図り、市民の権利と利益の保護に努めます。

（意見等の取扱い）

第 21 条 市長等は、市民の市政に関する意見、提案、相談、要望及び苦情に対し、迅速



かつ誠実な対応に努めます。

２ 市長等は、前項の対応の経過、結果等について、記録を行い、公開します。

（説明責任）

第 22 条 市長等及び市議会は、施策の立案、実施及び評価のそれぞれの段階において、

施策に関する情報を市民にわかりやすく説明します。

（公的オンブズマン）

第 23 条 市は、公平かつ中立的な立場で市長等が行う市政に関する市民の苦情を処理す

るための機関として、別に条例で定めるところにより、公的オンブズマンを設置します。

（危機管理）

第 24 条 市長等は、市民及び関係機関との連携、協力及び相互支援のもと、災害等から

市民の生命、身体及び財産の安全を確保するよう、危機管理体制の構築に努めます。

第４章 情報共有及び参画・協働

（情報共有の原則）

第 25 条 市長等及び市議会は、市政に関する情報が市民との共有財産であることを認識

し、これを市民に開示するとともに、積極的かつ迅速な提供に努めます。

２ 市民は、市長等及び市議会に対し、まちづくりに関する情報の積極的な提供に努めま

す。

３ 市長等は、市政・まちづくりに関する情報を提供する仕組みを整備します。

（個人情報保護）

第 26 条 市長等及び市議会は、市民の基本的人権の擁護及び信頼される市政の実現のた

め、個人情報を適正に管理するとともに、その利用、情報提供等に関し適切な保護措置

を講じます。

（参画の原則）

第 27 条 市民、市議会及び市長等は、参画による市政・まちづくりに取り組みます。

２ 参画による市政・まちづくりは、男女が共同して取り組みます。

（青少年・子どもの参画）

第 28 条 市民、市議会及び市長等は、青少年・子ども（未成年の市民をいいます。）が有

する市政・まちづくりに参画する権利が実効性のあるものとなるよう環境づくりに努

めます。

（協働の原則）

第 29 条 市民、市議会及び市長等は、目的と情報を共有し、相互の理解と信頼のもとに、

協働による市政・まちづくりに取り組みます。

２ 市長等は、協働の推進に当たっては、市民の自主性及び自立性を損なわないようにし

なければなりません。

（市民参画・協働のための仕組み）



第 30 条 市長等は、重要な施策の立案、実施及び評価のそれぞれの段階において、市民

参画を拡充推進するための仕組みを整備します。

２ 市長等は、それぞれの事案に応じて効果的な市民参画の手法を選択するとともに、こ

れを公表し、実施します。

３ 市長等は、市民参画により表明された意見や示された提案を総合的に検討し、その結

果を市民に公表するとともに、適切に施策へ反映させるよう努めます。

４ 市長等は、協働を拡充推進するための仕組みを整備します。

（参画と協働によるまちづくり条例）

第 31 条 参画と協働を拡充推進するための基本的な事項については、別に条例で定める

ものとします。

第５章 コミュニティ活動

（地域コミュニティ活動）

第 32 条 市民は、市民相互の協働により、身近な地域の課題を解決していくとともに、

社会を多様に支え合う自主的で自立的な地域のコミュニティ活動（以下「地域コミュニ

ティ活動」といいます。）を推進するよう努めます。

２ 市民は、地域コミュニティ活動を行うに当たっては、思いやりとふれあいのある住み

よい地域となるよう、自らの役割を自覚し、互いを十分に尊重しながら進めることとし

ます。

３ 市長等は、市民による地域コミュニティ活動が推進されるよう支援します。

（市民公益活動）

第 33 条 市民は、前条に規定する活動のほか、公共の利益や社会貢献を目的として自主

的に活動する市民活動（以下「市民公益活動」といいます。）に対する理解を深め、こ

れを守り育てるよう努めます。

２ 市長等は、市民公益活動が推進されるよう支援します。

（地域コミュニティ活動及び市民公益活動の連携）

第 34 条 地域コミュニティ活動及び市民公益活動を行う市民は、それぞれの活動の特性

を生かしながら相互に連携するよう努めます。

２ 市長等は、前項の連携が円滑に行われるよう支援します。

第６章 区におけるまちづくり

（区におけるまちづくり）

第 35 条 本市においては、地域の特性を踏まえた自主的で自立的な、区におけるまちづ

くりを、区役所の拠点性を生かしながら、推進します。

２ 区におけるまちづくりは、区の住民が主体的に取り組むよう努め、区長その他のまち

づくりに携わる市の職員との協働により行います。



３ 前項の場合において、区の住民及び区長その他のまちづくりに携わる市の職員は、次

の事項を考慮して取り組みます。

(1) 地域の情報を収集し、その情報を区の内外に発信すること。

(2) 地域における課題を的確に把握すること。

(3) 地域における課題の解決に向けて関係者の合意形成に努めること。

(4) 地域における多様な主体と連携すること。

（組織体制の整備等）

第 36 条 市長等は、区におけるまちづくりを推進するために、必要な組織体制及び人員

体制の整備並びに予算の確保に努めます。

第７章 住民投票

（住民投票）

第 37 条 市長は、市政に係る重要事項について、住民の意思を把握するため、その事項

ごとに定められる条例により、住民投票を実施することができます。

２ 市長は、住民投票の結果を尊重します。

（住民投票の請求及び発議）

第 38 条 本市において選挙権を有する者は、法令の定めるところにより、その総数の５

０分の１以上の者の連署をもって、その代表者から、住民投票を規定した条例の制定を

市長に請求することができます。

２ 市議会議員は、法令の定めるところにより、議員の定数の１２分の１以上の者の賛成

を得て、住民投票を規定した条例を市議会に提出することで住民投票を発議すること

ができます。

３ 市長は、必要に応じ、住民投票を規定した条例を市議会に提出することで住民投票を

発議することができます。

第８章 国、他の地方公共団体等との連携

第 39 条 市は、国及び県と共通する課題の解決を図るため、これらと対等な関係のもと

で相互に協力し連携に努めます。

２ 市は、広域的な課題の解決を図るため、近隣の地方公共団体と連携し、広く地域全体

が発展するよう努めます。

３ 市は、地球環境の保全等共通する課題の解決を図るため、国内及び国外の都市等との

連携に努めます。

第９章 自治推進委員会、最高規範性及び条例の見直し

（自治推進委員会）

第 40条 本市の自治の推進を図り、個性豊かで活力に満ちた社会の実現に寄与するため、



市長の附属機関として熊本市自治推進委員会（以下「委員会」といいます。）を設置し

ます。

２ 委員会は、市長の諮問に基づき、自治運営の基本原則に関する重要事項その他の事項

を審議します。

３ 委員会は、前項に規定するもののほか、自治運営の基本原則に関する重要事項につい

て市長に意見を述べることができるものとします。

４ 委員会は、自治に識見を有する者及び市民によって構成されます。

５ 前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定め

ます。

（最高規範性）

第 41 条 他の条例、規則等の制定改廃、解釈及び運用に当たっては、この条例に定める

事項を最大限尊重し、整合性を図ります。各種計画の策定、見直し及び運用においても、

同様とします。

２ 市民、市議会及び市長等は、この条例を尊重し、本市の自治の推進に努めます。

（条例の見直し）

第 42 条 市長は、この条例の施行後、４年を超えない期間ごとにこの条例を見直し、適

切な措置を講じます。

２ 市長は、この条例の見直しに当たっては、市民参画の手続を実施します。


